
令和元年度の減災対策の取組結果の報告
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国土交通省の取組状況
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洪水氾濫を未然に防ぐ対策

■流下能力対策

計画：2.65km

水系 年度 実施状況

吉
井
川
水
系

H30年度
まで

0.65km （累計25%）

R元年度 1.35km （累計75%)

(R2.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

計画：2.61km

水系 年度 実施状況

旭
川
水
系

H30年度
まで

0.50km （累計19%）

R元年度 －

(R2.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

施工前 施工後 施工前 施工後

水系 年度 実施状況

高
梁
川
水
系

H30年度
まで

7.18km （累計61%）

R元年度 2.11km （累計79%)

計画：11.78km (R2.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

対策箇所
・堤防高が低い等、当面の目標に対して流下能力が不足している箇所
（上下流バランスを確保しながら実施）

旭川水系 高梁川水系
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洪水氾濫を未然に防ぐ対策

■パイピング対策

計画：2.98km

水系 年度 実施状況

旭
川
水
系

H30年度
まで

2.82km （累計95%）

R元年度 0.11km （累計97%）

(H31.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

■浸透対策

水系 年度 実施状況

高
梁
川
水
系

H30年度
まで

1.00km （累計38%)

R元年度 0.78km （累計68%)

計画：2.63km (H30.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

対策箇所

・過去の漏水実績箇所等、浸透により堤防が
崩壊する恐れのある箇所

・旧河道跡等、パイピングにより堤防が崩壊す
る恐れのある箇所

対策箇所

・過去の漏水実績箇所等、浸透により堤防が
崩壊する恐れのある箇所
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洪水氾濫を未然に防ぐ対策

■天端の保護

計画：2.60km（完）

水系 年度 実施状況

吉
井
川
水
系

H28年度
まで

2.60km （累計100%）

(H31.3.31現在)
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見直しにより対策不要となった区間を含む

計画：1.23km（完）

水系 年度 実施状況

旭
川
水
系

H28年度
まで

1.23km （累計100%）

(H31.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

計画：0.69km（完） (H31.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

堤防天端をアスファルト等で保護し、堤防への雨水の
浸透を抑制するとともに、越水した場合には法肩部の
崩壊の進行を遅らせることにより、決壊までの時間を
少しでも延ばす

吉井川水系 高梁川水系

施工前 施工後

堤防天端をアス
ファルトで保護

施工前 施工後

堤防天端をアス
ファルトで保護

水系 年度 実施状況

高
梁
川
水
系

H28年度
まで

0.69km （累計100%）



危機管理型ハード対策

■堤防裏法尻の補強
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裏法尻をブロック等で補強し、越水した場合
には深掘れの進行を遅らせることにより、決
壊までの時間を少しでも延ばす

計画：1.75km

水系 年度 実施状況

高
梁
川
水
系

H30年度
まで

0.35km （累計20%）

R元年度 －

(H30.3.31現在)

見直しにより対策不要となった区間を含む

施工前 施工後

高梁川水系

吉井川水系 旭川水系 高梁川水系

流下能力対策 2.00km／2.65km(75%) 0.50km／2.61km(19%) 9.29km／11.78km(79%)

パイピング対策 － 2.88km／2.98km(97%) －

浸透対策 － － 1.78km／2.63km(68%)

堤防天端の保護 2.60km／2.60km(100%) 1.23km／1.23km(100%) 0.69km／0.69km(100%)

裏法尻の補強 － － 0.35km／1.75km(20%)

令和元年度末まで実績／全体計画（進捗率％）

危機管理型ハード対策の進捗状況



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

■避難活動や水防活動を支援するための水防資機材等の配備

保有する水防資機材の状況を平素より管理し、必要に応じて補充するなど、緊急時における
速やかな対応を図る。
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避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

■避難活動や水防活動を支援するための水防資機材等の配備
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保有する水防資機材の状況を平素より管理し、必要に応じて補充するなど、緊急時における
速やかな対応を図る。

備蓄水防資機材及び備蓄土一覧表 （R1.６現在）



防災教育や防災知識の普及

■水防災に関する説明会、出前講座を活用した講習会の開催
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説明会の様子

•出水期前に水防活動・水防体制の強化を図る目的として、水防団等を対象に重要水防箇所の周知
及び水防に必要な情報の提供を行い、協力強化に努めるよう依頼した。



より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

■水防団等が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
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•出水期前に現地において重要水防箇所の確認を行い、増水時の水防活動を目的として、水防団等
を対象に合同で共同巡視を実施した。

共同巡視の様子



より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

■地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築
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令和元年度の災害応急対策活動については、大きな出水がなかったため、実績なしであった。



より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

■排水機場・樋門・水門等の情報共有を行い、
大規模水害を想定した排水計画を検討及び訓練の実施
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高梁川照明車訓練（令和元年）

災害対策機械訓練状況（旭川・吉井川水系訓練６月１２日、高梁川水系訓練６月１４日）

高梁川排水ポンプ車訓練（令和元年） 旭川照明車訓練（令和元年）

旭川排水ポンプ車訓練（令和元年）



避難勧告等の発令に着目したタイムラインの作成

多機関連携型水害タイムライン（高梁川水害タイムライン）の運用と改善 （真備地区アクションプランの「避難勧告に着目したタイムラインの作成」
にも位置づけ）
令和元年度の出水期から運用を開始した高梁川水害タイムラインについては、台風や前線性降雨予想に応じて、これまでに５回運用。
令和2年3月に開催した改善検討会では、改良したポータルサイトの複数の雨量や水位の情報を１画面で監視できる「マルチ画面」機能等、シ
ステムの使い勝手について意見を照会。今後も構成機関の意見を再確認しさらなる改良を目指す等、継続的に振り返り、改善、運用（PDCA）
を実施。
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マイ・タイムラインの周知

説明状況 説明状況

開催場所：岡山市立曽根小学校
開 催 日：令和２年１月２５日
参 加 者：約１３０名

概 要：曽根学区避難訓練（「いざ避難」みんなで高めよう防災力・地域の絆!!）にて、
「マイ・タイムラインを学ぼう」と題して、マイ・タイムライ
ンについて紹介させて頂きました。
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防災教育モデル授業研修会に参加

■開催場所：倉敷市立中洲小学校 体育館

■参加者：約２３０名（児童を除く一般来場者や学校関係者。児童は１組・３組各約３０名）

■開催日：令和２年１月２８日

■概要：小学５年生の「総合的な学習の時間」の公開授業として、倉敷市の豪雨災害の概要
とハザードマップについて学び（第１時）、「逃げキッド」を用いてマイ・タイムラインの作成と
避難のシミュレーション（第３時）を行い、早期避難の重要性を学びました。
倉敷市では、令和２年度から市内全小学校で逃げキッドを教材にマイ・タイムラインの授業を
行う予定です。

ハザードマップの読み方について学習

作成したマイ・タイムラインについて意見交換 授業の様子

■主催：倉敷市教育委員会・内閣府・文部科学省
（国土交通省は、教材として「逃げキッド」を提供、水害リスクに関する助言などの支援）

教材として活用した倉敷市洪水ハザードマップ
と逃げキッド 14



倉敷市マイ・タイムライン講習会を開催しました

■開催場所：ライフパーク倉敷 大ホール

■受講者：約３０名（倉敷市職員と学校教員）

■開催日：令和２年２月１４日

■概要：
○倉敷市職員と学校教員がマイ・タイムライン作成の指導ができるようになることを目指し、
国土交通省や河川情報センター等が講師となり、マイ・タイムライン作成等の講習会を開催しました。
○受講者は水害リスク等の受講や班での意見交換を交えながらマイ・タイムラインを作成することで、
洪水時に得られる情報や避難行動の事前想定の重要性について理解を深めました。

岡山河川事務所による水害リスクについての説明 マイ・タイムラインについて各班で意見交換河川情報センターによる説明

■実施機関：岡山河川事務所、高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所、倉敷市、河川情報センター

逃げキッド 倉敷市ハザードマップ
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河川監視カメラ画像の提供によるリアリティのある災害情報の積極的な配信

簡易型河川監視カメラの整備

○近年の豪雨災害では、洪水の危険性が十分に伝わらず、的確な減災行動につながっていないことが課題となっている。
○革新的河川技術プロジェクト（第３弾）で、機能を限定した低コストな簡易カメラ（簡易型河川監視カメラ）を開発し、
多くの地点で河川状況を確認することで従来の水位情報だけでは伝わりにくい「切迫感」を共有し、円滑な避難を促進
する。
○簡易型河川監視カメラは平成30年度中に開発を完了し、令和元年度中に管内河川で約230台整備する予定。
○岡山河川事務所管内では、吉井川水系5台、旭川水系8台、高梁川水系10台整備済

北海道地区における実証実験の様子 16



水害リスクラインによる地先毎の危険度情報の提供

○令和元年９月１１日より、災害の切迫感を分かりやすく伝える取組みの一つとして、上流から下流まで連続的に洪水
の危険度が分かる「水害リスクライン」による水位情報の提供を開始しました。

○「水害リスクライン」は、概ね２００ｍ毎の水位の計算結果と堤防高との比較により、左右岸別に上流から下流まで連
続的に洪水の危険度を表示することが可能となります。

○自分がいる付近の川の危険度が明確となるので、迫り来る洪水の危険を自分のこととして認識し、避難行動をとる
きっかけとなることが期待されます。

※計算値により危険度を評価していることから、「水害リスクライン」が示す河川の状況は、実際の状況と異なる場合があります。

水位観測所の水位で代表し

て、一連区間の危険度を表示
左右岸別、上下流連続的に地先ごとの危険度を表示

表示イメージ

「川の防災情報」の表示例

浸水想定区域図

※破堤地点毎の浸水想定区域等が
確認できます。

カメラ画像
（ポップアップ）

●●●

二次元コード

観測所水位
（ポップアップ）
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ＳＮＳ公式アカウントを通じた災害情報発信の強化

○行政機関がTwitter等によるSNS上の公式アカウントを積極的に活用した情報発信を行うことで、信頼性の高い災害情報を
利用者にリアルタイムで提供します。
○洪水時の洪水予報の発令情報やダムの洪水調節状況に加え、平常時の広報にも努めます。
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岡山県の取組状況
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洪水氾濫を未然に防ぐ対策
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■流下能力を阻害する堆積土の掘削や樹木の伐採

河道内整備事業（新ふるさとの川リフレッシュ事業）

河道掘削
（堆積土砂除去）

樹木の伐採

河道内整備のイメージ

実施前（河道阻害状況）

実施後（掘削・伐採）

河道内整備の実施例

（実施前）（実施前）

（実施後）（実施後）

【現状・課題】
・平成22年度から「ふるさとの川リフレッシュ事業」で河道掘削や樹木伐採などの河道内整備を実施してきたが、依然として対策が必要な箇所が多い。
・国の３か年緊急対策等により集中的に掘削や伐採を進めているが、洪水リスクの低減が必要な箇所について、さらなる対策が必要である。

【事業の内容】
・土砂堆積や樹木繁茂により流水が阻害されている箇所について、緊急性の高い箇所から河道掘削や樹木伐採の河道内整備
を行い、氾濫リスクの軽減を図る。
◇事業期間 ： 令和２（２０２０）年度 ～ 令和６（２０２４）年度 ［５か年］
◇事業予算 ： ３３億円（Ｒ２～Ｒ６［５か年］） 令和２年度・・・１０億円



河川名 ○○川
位置 ○○市○○
危険状況 堤防高不足
危険度 A
延長 ○○ｍ
水防工法 積土のう工

河川名 ○○川
位置 ○○市○○
危険状況 堤防高不足
危険度 A
延長 ○○ｍ
水防工法 積土のう工

クリック
すると情報を表示

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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■重要水防箇所の見直し

模式図の課題

・周辺地形がなく、詳し

い位置がわからない。

・一定区間毎の図で、

上下流の連続性がわ

かりにくい。

【現状（模式図）】

【ＧＩＳによる表示】

堤防高Ａ
堤防高Ｂ
破堤跡

〇水防活動に有効な情報を

提供でき、迅速な対応に

よる被害の軽減、避難時

間の確保等に寄与。

〇居住地の危険状況がより

把握しやすくなり、住民

の避難意識の向上につな

がる。

◆ 効 果

ＧＩＳを活用して、重要水防箇所を水防団や住民等にわかりやすい情報として提供する

ＧＩＳによる効果

・周辺地形の地理情報

により、詳細な現地確

認が可能。

・タブレット端末等により

地図上で確認が可能。
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■円滑な避難行動や水防活動を支援するため、危機管理型水位計や量水標、CCTVカメラ
の設置

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

◆取組状況

・危機管理型水位計

の増設
R元年度 30基H30年度 41基

・簡易型河川監視カメラ

の増設
R元年度 41基

◆設置イメージ

■危機管理型水位計 ■河川監視カメラ

【確認方法】専用サイト「川の水位情報」にて公開予定 「URL: https://k.river.go.jp/ 」

水位計設置状況 太陽光パネル

計測制御、通信部等

水位計測部

合計 71基

水位計公開状況 量水標設置状況 カメラ設置状況

カメラ

計測制御・通信部等

太陽光パネル



防災教育や防災知識の普及
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■水防災に関する説明会、出前講座を活用した講習会の開催

【開催概要】

目 的 本研修を通じて、水防従事者の水防技術の向上を図るもの

場 所 県建設技術センター（岡山市北区首部）

日 時 令和元年６月１７日（月）９：００～１６：００

受講者 県・市町村職員（消防団員）３０名

日 程 ① 9:00～11:00 講義：水防法

②11:00～12:00 講義：水防工法

③13:00～14:00 講義：ロープワーク

④14:00～16:00 実技演習：水防工法（土のう製作、改良積み土のう工、月の輪工）
［座学］

［ロープワーク］ ［改良積み土のう工］ ［月の輪工］

水防工法の講義や実技演習等を行う水防研修を開催



防災教育や防災知識の普及
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■水防災に関する説明会、出前講座を活用した講習会の開催

【目的】
平成30年７月豪雨災害を教訓とし、「自分の命は自分で守る」という「自助」、地域社会がお互いを
守る「共助」、地域社会がお互いを守る「共助」、行政が住民を守る「共助」について、県民と学び会い、
防災意識の向上を図る。

■教員を対象とした講習会の実施、小学生を対象とした防災教育の実施

【目的】

県内の小学校１年生向けに「防災ワークシート」を作成し、幼少期から正しい防災・減
災知識の習得を図る。また、解説に大人向けの防災知識を盛り込んでおり、小学１年
生だけでなく家族全体への防災・減災知識の普及啓発を図ることを目的としている。

【内容】
・日時：令和元年７月13日 場所：ホテルグランヴィア岡山
・講師：室﨑益輝氏（兵庫県立大学大学院）ほか

【内容】
・作成枚数：４枚（おおあめ編 ２枚 じしん編 ２枚）
・掲載内容：大雨や地震時にどう行動すれば良いか学ぶ。
・作成部数：各約19,000枚（県内の全小学１年生に配付）

【効果】
・約３００名の県民が参加し、必要な防災知識や「自助」、「共助」の大切さについて聴講

【効果】
・矢掛町立川面小学校にて小学１年生向けの公開授業を実施
・倉敷市立川辺小学校にて小学１，２年生向けの防災講座で活用



防災教育や防災知識の普及
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■災害を風化させないために河川に関するイベントや防災訓練等を実施して、住民が河川
や堤防に関心を持つ取組を積極的に行う

平成30年７月豪雨で堤防が決壊し、多くの家屋が浸水被害を受けた砂川において、将来を担う地元小学生に災害時
に注意してほしいことを伝えるとともに、公共工事を身近に感じてもらうため、現場見学会等を開催した。

＜災害復旧教室＞

平成30年７月豪雨による岡山県の被害状況、堤防の構造等を説明

＜現場見学会＞

建設機械や護岸ブロック等の見学、小型無人機ドローンの操縦体験等

災害復旧教室・現場見学会（砂川）



市町村の取組状況
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広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

27

■要配慮者利用施設の避難計画の作成支援および訓練の促進

要配慮者利用施設の避難確保計画作成に係る講習会を開催

 計画作成支援のための講習会を計画
平成29年、水防法及び土砂災害防止法の改正により、洪水による浸水が想定される区域や土砂災害警戒区域内の
要配慮者利用施設について、避難確保計画の作成及び訓練の実施が義務化されました。
岡山市では、避難確保計画の作成支援・提出率の向上を図るべく、国土交通省作成の避難確保計画のひな形を基
に講習会を定期的に開催し、要配慮者利用施設避難確保計画の策定の促進を図っています。

１．避難確保計画策定の支援

 令和元年度の講習会：３回実施
（第４回は新型コロナウイルス拡大防止のため中止）

対象施設数：２,１１２施設
参加施設数：３７８施設

・第1～3回の合計
・第4回は約200施設の申込を受付

 提出数：４１７施設（R2.4月末時点）
 2021年度までに作成率１００％、逃げ遅れによる人的被害
ゼロの実現を目指し、今後も継続的に講習会を開催する予定。

２．講習会開催 第１回：北区 第２回：南区

第３回：東区



防災行政無線の改良、防災知識の普及啓発

 防災情報の伝達手段の多様化・効率化を推進するため、同報系防災行政無線及び緊急
告知ラジオを公共施設のほか、地域代表者や自主防災組織、避難所や洪水予報の伝達
を要する福祉施設、危険区域の要配慮者施設などに配布している。

 出前講座や防災教育等を実施することで防災知識の普及啓発に取り組んでいる。

○出前講座等…158件

○自主防災会交流会
…10月5日、11月11日開催

○防災士養成講座
…1月30日、1月31日開催

防災知識の普及啓発取組内容
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○防災ＦＭラジオの難聴地域に中継局設置事業を補助し、難聴地域を解消する。

■防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

真備地区のＦＭラジオ
難聴地域を解消。

新たな放送対象エリア
＝約４，７００世帯

令和元年１１月着工
令和２年４月 事業完了

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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■住民一人ひとりの避難計画・情報マップ
の作成促進

防災教育や防災知識の普及

■水防災に関する説明会、出前講座を活用
した講習会の開催

防災訓練については、
台風接近のため中止となりました。

出前講座を今年度
７４回実施しました。
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「倉敷市災害に強い地域をつくる検討会」にかかる、
防災講演会を実施しました。

日時 令和２年２月１日（土） １４時００分～１６時１０分
場所 倉敷市民会館ホール（倉敷市本町１７番１号）
講師 片田敏孝氏 東京大学大学院情報学環 特任教授

群馬大学 名誉教授
来場者 約１，８００名（来賓含む）

防災教育や防災知識の普及

■水防災に関する説明会、出前講座を活用した講習会の開催



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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■防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

平成の大合併時における津山市地域（旧市内地域）については、従前から防災行政無線設備が
無かったことから、市内コミュニティＦＭ局をキー局とした緊急告知防災ラジオの整備を実施。

【平成２５年度】
・公共施設（指定避難所）、自主防災組織（町内会）、避難行動要支援者等への無償配布を開始
【平成２６年度】
・旧市内地域の世帯を対象に、購入補助制度を開始
【平成３１年度】
・購入補助制度を見直し、販売事業へ転換（ラジオ購入に係る市民負担は、変更なし）

普及台数 ３，２０８台（令和２年３月現在） 普及率 ８．９％（対象想定世帯数 ３６，０００世帯）

平成の大合併時の町村地域（加茂町・勝北町・久米町・阿波村：旧町村地域）
については、従前から防災行政無線及び有線放送設備が整備されていたが、
アナログ方式の設備や、周波数の統一等の課題もあったことから、周波数の統
一とデジタル化を順次、実施。
【平成１６年度】 阿波地域 設備更新
【平成２４・２５年度】 勝北地域 有線放送設備⇒防災行政無線（デジタル）
【平成２７年度】 久米地域 設備更新（デジタル）
【平成２８年度】 加茂地域 設備更新（デジタル）

戸別受信機普及状況 ６，６５４台（平成３１年３月現在）
※エリア内ほぼ全戸に設置

緊急告知防災ラジオ

戸別受信機屋外拡声器

緊急告知防災ラジオの無償配布と販売

防災行政無線の配備



■排水機場・樋門・水門等の情報共有を行い、大規模水害を想定した排水計画を検討及び
訓練の実施

排水計画（案）の作成および排水訓練の実施 玉野市

「情報収集・共有」
災害対策本部会議開催時に、児島湖の水位情報等を本部室員に
周知し、情報共有しています。

「情報伝達」
平成２３年台風１２号で多くの床上浸水被害が発生した児島湖周辺
地域へ、避難情報を迅速に発信することが可能となりました。

「その他の対応」
岡山県の協力により、台風などの大雨が予想される場合は、事前
の水位低下、また、台風の最接近時には、適切な水門の操作により、
平成２３年台風１２号以降の浸水被害も大きく軽減されております。

今後も引き続き、よろしくお願いします。

「今後の取り組み」
児島湖へ排水する関係市町に協力をいただきまして、集中的に排
水することのないように、今後も引き続き意見交換に努めて参りたい
と思います。 ※前回令和２年３月２５日 岡山市にて開催

H24.8.31運用開始
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防災教育や防災知識の普及

■スマートフォン等へのプッシュ型洪水情報等の発信

【目的】

市が保有，運営する災害情報配信手段を職員がワンオ
ペレーションで操作することで，市民への円滑かつ確実
な災害情報（気象情報，避難情報，Ｊ－ALERT）の配信及
び職員の負担低減を図る。

災害情報一斉配信システムの導入について

【特徴】

以下の情報発信手段を一斉配信するシステムを構築
する
●市デジタル防災行政無線
●緊急告知ＦＭラジオ（防災無線自動連携）
●緊急速報メール
●市登録メール
●市ホームページ
●市SNS（Facebook，Twitter）
●音声電話【新規】
●SMS（ショートメールサービス）【新規】
●LINE【新規】

防災無線操作卓

防災無線

緊急告知
FMラジオ

住
民

一斉配信
システム

緊急速報メール

市登録メール

市ホームページ

Facebook，twitter

音声電話

ショートメール

LINE

システムイメージ
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避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

■内水の排水活動に資する基盤等の整備

【住民による活動（ｿﾌﾄ）】
背景：平成３０年７月豪雨以来、住民の危機意識の向上が一段と増した。

○平成２４年から河川沿いの地区を対象に堤防決壊を想定した避難訓練を行っている。
○住民の提案により、排水ﾎﾟﾝﾌﾟの操作方法を学習する説明会を開催した。
○雨期を前に消防団による水門操作の勉強会を開催した。

【目 的】
ﾊｰﾄﾞ：豪雨時、小田川堤内地に溜まった内水を排水ﾎﾟﾝﾌﾟにより小田川本川へ排出し、

住民の避難時間の確保を図る
ｿﾌﾄ ：住民主導の取り組みを支援し、水防災意識の向上を図る

【概要（ﾊｰﾄﾞ）】
○市内４台配備（Ｈ２４．３月 倉掛・柳ｹ坪・首高）、（Ｈ３０．１１月 北側）
○移動式排水ポンプ２台の購入（H３１．３月）
【今後の予定】
○新設３台、既設ポンプの増強１基を予定

▲地域住民に対する操作説明会（井原町:倉掛地区）

【今後の課題】
○平成３０年７月と同程度の豪雨が発生した場合、市職員で出動できる人員の不足
→危険のない範囲での地域住民の自主的な対応

○排水ﾎﾟﾝﾌﾟがあるから大丈夫という住民の過度の信頼
→絶対ではなく、あくまで避難時間の確保であることの認識

○排水ﾎﾟﾝﾌﾟ設置以外の箇所での要望
→移動式排水ﾎﾟﾝﾌﾟを導入するが、全市的に発生した場合の優先順位の決定に苦慮

▲小田川決壊を想定した避難訓練
（木之子地区）

▲消防団員による水門点検
（西江原分団）

堤内地堤外地

▲排水ポンプの設置（西江原町地内:首高排水ﾎﾟﾝﾌﾟ場）

排水ﾎﾟﾝﾌﾟの整備・移動式排水ﾎﾟﾝﾌﾟの配備
地域住民への水防災意識の醸成
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令和元年度 総社市総合防災訓練（総社市） 令和元年11月24日（日）

・総社市清音福祉センターで平成30年7月豪雨と同程度の降雨，夜間の発災を想定し総社
市総合防災訓練を実施。

・災害対策本部訓練のほか，ペット避難所の設営，段ボールベッド組立，AMDAによる防災
講話，救急救命訓練，炊き出しなどを行い地域防災力の向上を図った。

夜間訓練の様子 段ボールベッドの組立 ペット避難所の様子

防災教育や防災知識の普及

■災害を風化させないために河川に関するイベントや防災訓練等を実施して、住民が河川
や堤防に関心を持つ取組を積極的に行う



情報の伝達・発信

・「高梁川水害タイムライン」を基に、高梁市の災害対策本部全班の防災行動について
２９２項目の行動手順を時系列に整理。
・令和元年度は３回発動。台風１０号で試行運用し、９月から正式に運用開始。
・出水期後の振り返りでは、ほとんどの部署が出水対応に効果的であると回答。
・毎年見直しを行い、出水対応に活用していく。

高梁市水害タイムライン

役割

- 気象・台風情報の収集
【継続】

1
全般・地方・府県気象情報、台風情報、台
風5日進路予報、週間予報の確認

収 収 収 収 収 収 収 収 収 収

気象警報・注意報情報の収集　【継続】 2 早期注意情報（警報級の可能性）の確認 収

3
タイムラインの立上げ協議（レベル0（3日前
準備））

◎

4
台風進路予測、早期注意情報等から0hの
設定

◎

5 防災体制のスケジュールの設定 ◎

6
タイムライン立ち上げ（レベル0（3日前準
備））の周知

発 受 受 受 受 受 受 受 受 受

7 今後の方針の周知 発 受 受 受 受 受 受 受 受 受

8 会議室の確保 ◎

9 連絡網の用意 ◎

10 本部設置の事前周知 ◎

資機材の準備 11 水防資機材の確認 ◎

体制の構築準備 12 動員体制の確認 ◎

13 人員の確保 ◎

14 土のう・資機材の準備 ◎

15 土のうの配布 ◎

対応状況の伝達 16 土のう配布状況の伝達 受 発

17 設備等撤去時期の決定 ◎

18 受注者への準備連絡 ◎

タ
イ
ム
ラ
イ
ン
レ
ベ
ル

警
戒
レ
ベ
ル

目
標

情
報
・
状
況

対応行動

内
部
調
整

情報の収集

タイムライン立ち上げ（レベル0移行）の
意思決定

立ち上げの意思決定

レ
ベ
ル
0

（
3
日
前
準
備

）

・
早
期
注
意
情
報

（
警
報
級
の
可
能
性

）

・
3
日
後
に
台
風
や
大
雨
が
高
梁
市
に
影
響
す
る
恐
れ

行動項目
（第1階層）

行動細目
（第2階層）

No
行動手順・内容
（第3階層）

（
防
災
復
興
推
進
課

）

本
部
班

（
秘
書
広
報
課
・
大
学
連
携
室
・
歴
史

ま
ち
づ
く
り
室

）

広
報
班

（
総
務
課

）

総
務
班

（
理
財
課

）

財
政
班

（
税
務
課

）

調
査
班

（
会
計
課
・
監
理
課
・
議
会
事
務
局
・

監
査
事
務
局

）

協
力
班

（
農
林
課
・
有
害
鳥
獣
対
策
室
・
農
業

委
員
会
事
務
局

）

農
林
班

意思決定の周知

災害対策本部等の設置準備 災害対策本部等の設置準備

水防活動の準備
希望住民への土のう配布

河川敷の設備等撤去の検討

（
西
部
土
木
事
務
所

）

農
林
班

（
産
業
観
光
課

）

商
工
班

（
建
設
課
・
岡
山
道
4
車
線
化
推
進

室

）

土
木
班

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成及び精度向上
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河川監視カメラの整備

・河川の状況を市民に提供し早期の避難行動に結び
付けるため河川監視カメラを整備。
・高梁川及び成羽川の８箇所にカメラを設置。

・ケーブルテレビに新たにチャンネルを作り、リアルタ
イムで放送。高梁市ホームページ
で静止画像を配信。

吉備ケーブルテレビ放送 高梁市ホームページ画像配信

防災教育や防災知識の普及

■水位計やライブカメラの情報をリアルタイムで提供

38

住民一人一人の防災行動計画であるマイタイムライン講習会を開催

・お天気キャスターによる市民向け
講習会を開催し、５２名が参加。

・職員がマイタイムラインの講師がで
きるよう、職員向け講習会を実施。

・地域の自主防災組織の催しで講習
会を開催（２か所）し、約１１０名が参
加。

・市民向け講習会参加者に対するア
ンケートでは、９８％の人がタイムラ
インが有効であると回答。

◆市民向け講習会
（令和元年１２月１日開催）

◆職員向け講習会
（令和元年１１月２９日開催）

◆教材「逃げキッド」

■住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進



防災教育や防災知識の普及

■水位計やライブカメラの情報をリアルタイムで提供

【目的】

昨年の７月豪雨災害などを踏まえ、河川の状況をリアルタイムで提供することにより、市民がより早くより確実な避難
行動を行うことができるよう、市内に河川監視カメラを増設・更新する。

河川監視カメラ （ 設置イメージ ）
【設置箇所】
市内７箇所
○増設箇所（４箇所）
新見 ・ 新見市役所付近 （ 高梁川 ）
正田 ・ 正田橋付近 （ 高梁川 ）
石蟹 ・ 新見南中学校付近 （ 高梁川 ）
高尾 ・ 小川橋付近 （ 熊谷川 ）

○更新箇所（３箇所）
西方 ・ 江道橋付近 （ 高梁川 ）
長屋 ・ 下長屋付近 （ 高梁川 ）
神郷下神代 ・ 神郷支局付近 （ 神代川 ）

【公開方法】
○市ホームページ （ 静止画 ）
○吉備ケーブルテレビ （ 動画 ）

※吉備ケーブルテレビの１１ｃｈにて、新見市内の河川監視カメラの映
像を、高梁市内の映像とともにライブ放送。
【公開時期】
令和２年度出水期までに公開予定。

39

河川監視カメラの増設・更新
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■防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

・デジタル同報系防災行政無線の整備
防災情報など地域住民への迅速かつ的確な情報伝達体制を確立するため、効果的な伝達手段の主軸として
デジタル同報系防災行政無線を整備する。R1年度に実施設計を完了。R2年度から整備工事に着手。

■水防災に関する説明会、出前講座を活用した講習会の開催

R1年度総合防災訓練の実施

・令和元年9月1日(日)
備前市吉永B＆G海洋センター
グラウンド及び体育館

・雨の降り始めから累計雨量が150mmに達
し、金剛川の水位が急激に上昇。河川氾濫
による浸水や土砂災害発生の恐れが出て
きていると想定。

・グラウンドでは、消防団による水防工法訓
練、自主防災組織は近隣へ避難の声掛け
を実践。避難所に想定した体育館へ移動後、
避難所運営訓練及びマイ避難カードの作成
を行うなど自主避難体制の強化を図る内容
とした。

防災教育や防災知識の普及

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備



41

防災教育や防災知識の普及

令和元年度瀬戸内市総合防災訓練

実施日：令和元年9月8日（日）
場所 ：瀬戸内市立長船中学校

（訓練概要）

・前線停滞による大雨により河川水位の上昇により河川
氾濫の危険性が高まった想定で実施

・住民参加の訓練として地域防災リーダーを中心に段ボ
ールベッド設置や要配慮者の支援訓練を実施

・市内中学・高校生もボランティアとして訓練に参加

■災害を風化させないために河川に関するイベントや防災訓練等を実施して、住民が河川
や堤防に関心を持つ取組を積極的に行う



より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

■関係機関が連携した実働水防訓練の実施

岡山県が実施する令和元年度岡山県水害特別防災訓練に参加して、台風の接近に伴う市災害対策本部の応
急対応力の向上を図ることを目的に、タイムライン形式の防災行動計画に基づく応急対応と処置要領を訓練する
とともに、草生地区住民による避難訓練との連携を図り実施した。

１ 日時
令和元年６月５日(水)９時００分～１７時００分

２ 場所
（１）図上訓練
赤磐市役所、各支所

（２）避難訓練
草生地区及び赤磐市吉井Ｂ＆Ｇ海洋センター

（３）参加機関
赤磐市、岡山県、自衛隊、赤磐警察等
８団体 １０１名

（４）訓練項目
①タイムラインの作成、対応
②防災配備体制の段階的強化
③情報の収集・伝達
④災害対策本部の運営
⑤避難訓練及び避難所の開設（草生地区）

災害対策本部の運営

避難訓練・避難所開設
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防災教育や防災知識の普及

■効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料の作成

災害に強いまちづくり ～地域防災力の向上を目指して

43
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避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

■スマートフォン等へのプッシュ型洪水情報等の発信

主な発信手段
・告知放送
・登録制メール
・緊急速報メール
・ＣＡＴＶ（データ放送含む）
・美作市公式アプリ
・ホームページ 等

■避難活動や水防活動を支援するための水防資機材等の配備

目的
内水氾濫に対応した避難時間の確保
浸水エリアの早期復旧等

配備台数 最大吐出量 管理 運用

16台 1.7㎥／min 美作市 消防団等

ＦＡＸ

一斉メール
配信システム

防災教育や防災知識の普及

排水ポンプ訓練の様子

災害情報の発信

可搬式排水ポンプの整備



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

防災出前講座 マイタイムライン作成研修

・防災ラジオの配布
防災情報の伝達手段の多様化を推進するため、公共施設、学校、介護施設、自主防災組織等に配布している。

防災教育や防災知識の普及

・出前講座の実施
自主防災組織、町内会などに出向き、我
がこととなるように地域の災害特性に合わ
せた内容で防災講話等を行い、防災意識
の高揚を図っている。

・職員を対象とした河川の氾濫を想定した気象防災ワークショップ
（県内初）

・台風接近３日前からのマイタイムライン作成研修（継続）
逃げ遅れゼロをめざして、住民がグループ毎に対応を検討・発表す
るとともに相互に共有してマイタイムラインを作成した。

気象防災ワークショップ
45

■防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

■水防災に関する説明会、出前講座を活用した講習会の開催
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町内全ての自主防災組織を対象に、ＮＰＯ法人まち
づくり推進機構岡山の徳田先生を講師にお招きして、
「わがまちハザードマップ」作成の講座を実施。2会場
で実施し、47 自主防災組織130名の方に参加してい
ただきました。

防災教育や防災知識の普及

■水防災に関する説明会、出前講座を活用した講習会の開催

自主防災組織が独自に作る「わがまちハザードマップ」

その後、各自主防災組織で「まち歩き」や「マップ作り
」を実施しています。完成した「わがまちハザードマッ
プ」を各区民に配布し、防災意識の向上を図ります。
この事業は、全地区での作成を目標に今後も継続し
ていきます。



■総合防災訓練時の土のう作り体験の実施

防災教育や防災知識の普及

早島小学校では、５年生の総合教育として通年で防災教
育を行っており、その一環として、令和元年１０月２８日には
約１３０人が参加し、避難所生活体験が行われました。
外部講師による避難所生活の現状や課題等の説明の後、
実際に小学校の体育館を避難所として、１日目・２日目・６
日目のそれぞれの避難生活を体験しました。

47

令和元年９月２９日に、およそ１，０００人が参加し早島町
総合防災訓練を実施しました。
訓練の一環で、自衛隊の協力のもと土のう作り体験を実
施し、参加した自主防災組織や小・中学生は、自衛隊によ
る土のう作りの説明を受けたあと、実際に土のう袋にスコッ
プで土を入れ、袋の口をしばる一連の作業を体験しました。

■小学生を対象とした防災教育の実施



広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

■避難場所等の有効性の検証や広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知、及びま
るごとまちごとハザードマップ整備

＜目的＞

岡山県による浸水想定区域が公表されたことによ
り、里見川における想定最大規模降雨及び計画規
模降雨による被害が想定される浸水想定区域を示
した防災マップを作成し、町内各戸へ配布するとと
もにホームページでも公開した。

＜特徴＞

・町民に被害の想定区域がよりわかりやすく伝える
ために、里庄町が保有する航空写真データを活用
し作成した。

・防災マップを作成し、配布するだけでなく、逃げ遅
れゼロを目指して周知用のハンドブック及び家庭で
作成できる「マイ・タイムライン」をセットにして配布
した。
・同時に一部の避難所の見直しも行った。

掲載URL
https://www.town.satosho.okayama.jp/s
oshiki/2/5117.html 48

想定最大規模降雨及び計画規模降雨による里見川の氾濫区域図の周知
防災マップの作成及び配布



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 矢掛町
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■防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

戸別受信機の導入，防災情報配信システムの強化（一元化）

計画書： 風水 第２章第１節第２項 地震 第２章第２節第２項

・携帯電話網を利用 （大量の端末に同時に配信可能）

・既読等の確認が可能 （双方向）

・役場庁舎内へシステム管理用のサーバを配備

・避難情報の配信は，スマートフォン所持者へは事前にインストールされた

アプリ経由で，スマートフォンのない世帯（主に高齢者のみの世帯を想定）

へは配布（貸与）した戸別受信機により避難情報を配信

（アプリ ４，０００ライセンス 戸別受信機 ２，０００台）

・一斉配信システムも同時期に整備。アプリや個別受信機

に限らず，既に整備している以下の伝達手段についても同時

配信が可能となった。

緊急速報メール，町登録制メール，町ＨＰ，町ＳＮＳほか

情報伝達手段（既存）



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 新庄村

■円滑な避難行動や水防活動を支援するため、危機管理型水位計や量水標、CCTVカメラ
の設置）

表示画面（平成30年台風24号接近時）

量水標、CCTVカメラの設置
【目的】

災害対策本部での避難勧告等の発令を定量情報を基に迅速に行うため、村
独自で村内２か所に夜間でも量水板を直接視認できる河川監視カメラを設置

【特徴】
○光ファイバーと商用電源を用いたカメラのため画像が鮮明

14:00頃
水位0.9ｍ程度

18:00頃
水位1.7ｍ程度

設置位置

設置位置２
新庄川と土用川の合流地点

設置位置１
土用ダム調整池

50



防災教育や防災知識の普及
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■水位計やライブカメラの情報をリアルタイムで提供

河川監視カメラ及び量水標の設置について
【目的】

河川の水位観測について、河川監視カメラ及び量水票を設置し、映像で配信するこ
とにより、現在の水位状況を確認できる事により、水防活動体制や避難行動に活用
する。
※令和元年度事業（上齋原地区量水標設置 事業費５０千円）
【画像配信】
〇鏡野町ホームページ
〇鏡野町ケーブルテレビ

設置状況

【設置場所】
町内７ヵ所に設置
・鏡野地域：薪森原、香々美、百谷
・奥津地域：井坂
・上齋原地域：上齋原
・富地域：富東谷、大

鏡野町役場 危機管理室に集中管理システム設置



勝央町総合防災訓練

公民館などの避難所に
要支援者安否確認拠点を設置

勝央町役場本庁での
はしご車による救助訓練

自主防災組織での
土のう作成訓練

■関係機関が連携した実働水防訓練の実施

52

【目的】

この訓練は、風水害・洪水の発生を想定して勝央町の防災組織を動員及び消防団、消防署と連携し、要支援者支援活動の円滑化
及び迅速かつ効果的な体制の確立、水害への備えを図り、防災意識の高揚と防災体制の万全を期することを目的とする。

【内容】
豪雨を想定して町内21自主防災組織及び町、消防団、消防署と連携、避難行動要支援者1,465名の安否確認訓練、浸水被害を想定
した救助訓練、各自主防災組織による土のう作成訓練などを実施。

より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化



防災教育や防災知識の普及
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■災害を風化させないために河川に関するイベントや防災訓練等を実施して、住民が河川
や堤防に関心を持つ取組を積極的に行う

水害・土砂災害を含む、避難の合図（条件）、避難行動を各戸毎に作成し、自宅、自主防災組織（地区）、役場で保管して共有し、避難行動に対す
る防災意識を普及

※令和元年１１月９日 町の防災訓練に合わせ、全１９地区毎に避難訓練後にワークショップ方式で作成を実施、
当日の不参加者分を含め、 年度末までに役場保管分を提出

成松地区 西原地区

皆木地区 久常地区

災害避難カードの町内全戸での作成



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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■防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

○これまで防災行政無線で行っていた防災放送（火災放送、大雨等
の警報、定時チャイム）とＩＰ告知機で行っていた行政放送（役場から
の定時放送、地区放送等）を１台で行う。

○既設のＣＡＴＶ網を利用することで、行政放送・防災放送・ＦＭラジオをクリアな音声で聞く
ことが可能。
○停電時にはバッテリー駆動に切り替わり、緊急放送等を受信可能。また、持ち出しラジ
オとしても利用できる。

【設置基準】
・全世帯に無償貸与
・１世帯に１台、１事業所に１台
・２世帯住宅の場合も原則１つの建物に１台
・空き家等は要相談。

【導入の経緯】
・ＮＴＴサービス更改により以前まで使用していたＩＰ告知が利用不可となった。

・防災行政無線の老朽化。故障の恐れが高まる上、交換部品も製造終了となり故障対応
が困難となることが予想された。
・アナログ行政防災無線の免許期限の到来。
↓
これまで行っていた放送をカバー可能で、火災放送等との連携が可能な
ＦＭ告知の導入を決定。
↓
平成２９年１１月～ 機器取替作業
令和２年４月現在 全世帯へ設置

今後も追加設置希望への対応や故障対応を行う。

ＦＭ告知機について

【行政情報】【防災情報】を

1台で放送！

新たに導入した

FM告知機

IP告知機 防災行政無線７月豪雨を受けた、追加設置等の広報



■スマートフォン等へのプッシュ型洪水情報等の配信

防災教育や防災知識の普及 久米南町

【目的】
町民への情報伝達手段の多様化及び多重化を目的とし、LINEとメールを活用した登録制メール配信システムスの整備を行い、確実な情
報伝達を図る。

LINE等を使用した登録制メールの整備について

【特徴】
〇ワンオペレーションで複数の情報手段へ一斉送信が可能なため、職員による複数の情報伝達手段に入力する作業負担を軽減する
ことができる。
〇登録時にLINEまたはEメールのどちらかを選択することができるほか、防災情報以外の行政情報等の配信への使用が可能である。
〇登録制メール整備時にＬＩＮＥ地方公共団体プランに加入することで、ＬＩＮＥ公式アカウントを無償利用できるため、その他のシステム
利用料のみで利用することができる。

LINE配信
イメージ

E-maiｌ配信
イメージ

スマートフォン
用ＱＲコード
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避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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河川カメラ更新について

【目的】

河川の内水氾濫や避難経路の確認等の目視により確認し、異常気象時の避難判断のための
情報提供行い、早めの避難を促すため。

設置イメージ

・カメラ更新・・・１２ヵ所

合計：２０箇所

・カメラ新設・・・ ８ヵ所

・美咲町カメラ設置一覧

（内 河川監視カメラ・・・ １５ヵ所）

【カメラ仕様】
・最大解像度 1920×1080（フルHD） ・ メガピクセル光学３０倍オートフォーカス
・総画素数 ２４１万画像 ・有効画素数 237慢画素数
・可動範囲 水平360°

みさきTVライブ映像

〇美咲町HP 〇スマホでの情報提供

■円滑な避難行動や水防活動を支援するため、簡易水位計や量水標、CCTVカメラの設置



避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

■避難行動や水防活動を支援するための水防資機材等の配備

＜活動服＞ ＜雨合羽＞

【目的】

災害時等に消防団員が行う避難行動支援や水防活動を安全に実施できるように、視認性の高い活動服及び雨合羽を全消
防団員に配備した。

【特徴】
○ストレッチ性を確保し動きやすさを図った。
○オレンジ色及び反射材を用い視認性を向上した。
○全団員（510人分）に支給することで迅速な対応が可能。
○デザイン性を考慮し消防団員の士気の高揚を図った。
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